
報道関係者各位 

2 0 2 2 年 6 月 2 8 日 

日 本 郵 政 株 式 会 社 

日 本 郵 便 株 式 会 社 

株式会社ゆうちょ銀行 

株式会社かんぽ生命保険 

 日本郵政株式会社（東京都千代田区、取締役兼代表執行役社長 増田 寛也）、 

日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長兼執行役員社長 衣川 和秀）、 

株式会社ゆうちょ銀行（東京都千代田区、取締役兼代表執行役社長 池田 憲人） 

および株式会社かんぽ生命保険（東京都千代田区、取締役兼代表執行役社長 千田 哲也） 

は、社員一人ひとりが持てる能力を存分に発揮し活き活きと働くためには心身の健康が 

大切であるとの認識の下、健康経営をより一層推進するため、「日本郵政グループ健康宣言」 

を制定しましたので、お知らせいたします。 

さらに、今年度より、日本郵政グループの健康経営の取り組みをまとめた 

「日本郵政グループ健康白書」を発行します。今後も継続的な情報開示を行って 

いくとともに、グループ一体となって健康経営を推進してまいります。 

（別紙 1）日本郵政グループ健康宣言 

（別紙 2）日本郵政グループ健康白書 2022 

以上 

日本郵政グループ健康宣言を制定 
―日本郵政グループ健康白書 2022 の発行―



（別紙１） 

日本郵政グループ健康宣言 

私たち日本郵政グループは、「お客さまと社員の幸せ」を目指す経営理念の実

現に向けて、まず、社員が心身ともに健康であることがその基盤であると考えて

います。 

 社員自身が「健康な心とからだ」の維持・増進を実践し、会社はそれをサポー

トする職場環境づくりを推進していきます。 

 そして、社員一人ひとりが能力を存分に発揮し活き活きと働くことにより、社

員の幸せ、ひいてはお客さまの幸せを実現することを目指します。 

日本郵政株式会社    取締役兼代表執行役社長    増田寛也 

日本郵便株式会社    代表取締役社長兼執行役員社長 衣川和秀 

株式会社ゆうちょ銀行  取締役兼代表執行役社長    池田憲人 

株式会社かんぽ生命保険 取締役兼代表執行役社長    千田哲也 



日本郵政グループ
健康白書
2022
（2021年度実績）

（別紙２）



日本郵政グループでは、社員一人ひとりが持てる能力を存分に発揮し活き活きと働くためには心身の健康が大切であるとの認識の下、「日本郵政グ
ループ健康経営推進体制」を構築し、「長時間労働の抑制」「生活習慣病の予防・改善に向けた保健指導」「メンタルヘルスケア」などの健康保持・
増進施策に取り組んでいます。また、2022年5月には「日本郵政グループ健康宣言」を制定し、グループ一体となって健康経営を推進しています。

日本郵政グループの健康経営

《日本郵政グループ健康宣言》
私たち日本郵政グループは、「お客さまと社員の幸せ」を目指す経営理念の実現に

向けて、まず、社員が心身ともに健康であることがその基盤であると考えています。

社員自身が「健康な心とからだ」の維持・増進を実践し、会社はそれをサポートす
る職場環境づくりを推進していきます。

そして、社員一人ひとりが能力を存分に発揮し活き活きと働くことにより、社員の
幸せ、ひいてはお客さまの幸せを実現することを目指します。

2022年5月
日本郵政グループ 日本郵政株式会社

取締役兼代表執行役社長
増田寛也



日本郵政グループ中期経営計画「JPビジョン2025 ~お客さまと地域を支
える「共創プラットフォーム」を目指して~」における「人事戦略~社
員視点に立った働き方改革の推進~」の一つとして『健康経営の推進』
を掲げ取り組んでいます。

日本郵政グループ健康経営推進体制
グループ4社社長を「健康経営推進責任者」とし、産業保健スタッフや日本郵

政共済組合、また、社内の安全衛生委員会等と連携しながら、各社人事部の

健康経営担当からなる「健康経営推進プロジェクト」が中心となって日本郵

政グループの健康経営を推進しています。

健康経営の推進はJPビジョン2025（中期経営計画）
の人事戦略の一つ

「JPビジョン2025 ～お客さまと地域を支える
「共創プラットフォーム」を目指して~」

（日本郵政グループ中期経営計画）

人事戦略
人事戦略とは

日本郵政グループの新たな成長に向
け、社員は日本郵政グループ発展の
原動力であり、社員を大切にする企
業として、社員視点に立った働き方
改革を推進します。

健康経営
●経営戦略の一つと位置付け
●社員一人ひとりが持てる能力を存分に発揮し活き活きと
働くためには、心身ともに健康であることが必要



日本郵政グループ健康経営KPI
健康経営の推進に当たり、社員の健康に関する数値目標として現状を分析し課題を把握した上で「日本郵政グループ健康経営KPI」を設定し、評価・
分析を繰り返して次の取組に活かしています。

《ハイリスク者※の社員割合1%以下（2024年度まで）》 《特定保健指導脱出率※23%以上（2024年度まで）》

※ハイリスク者：医療上の措置を緊急又は早急に必要とする者

定期健康診断結果の高度分析により、効果的な保健指導を実施す
ることにより1%以下を達成

※特定保健指導脱出率：前年度特定保健指導（メタボ指導）対象
だった者のうち、翌年度同対象とならなかった者の割合。

ICTを活用したリモートでの保健指導を導入し、指導対象者を
拡大することにより23%以上を達成
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健康診断結果に基づいて全社員の健康状態を把握し、健康リスクに応じて、健康リスクの高い社員に対するハイリスクアプローチ、また、健康な者も
含めた全社員に対するポピュレーションアプローチを実施しています。

健康経営の主な取組①

●医療機関への受診勧奨の徹底、未受診者への就業上の措置
●糖尿病重症化予防に向けた取組（継続的な受診状況確認、保健指導）ハイリスク者

●複数リスク（血圧・血糖・脂質）保有者への保健指導
●ハイリスク予備軍へのリーフレット配布ハイリスク予備軍

●若年層の肥満改善（30歳・BMI25以上の者への保健指導）
●生活習慣改善が必要な者へのリーフレット配布生活習慣改善

●特定保健指導（メタボ指導）の実施
●遠隔事業所に対するICTを活用した特定保健指導の実施

40歳以上の
メタボリスク

●メンタルヘルス不調者等に対する「職場復帰支援プログラム」の策定職場復帰支援

▼保健指導の様子



健康経営の主な取組②
●関係法令の遵守と過度な長時間労働削減方針の策定
●適切な労働時間管理、業務効率化、職場風土改革

長時間労働
削減

●全社員がアクセス可能な健康ポータル「マイヘルスNavi」の開設
●株式会社かんぽ生命保険が提供する健康アプリ「すこやかんぽ」の利用勧奨

健康増進
サービス

●建物内の全面禁煙、空間分煙
●禁煙啓発、禁煙指導、禁煙デー（毎月22日）の実施喫煙対策

●セルフケア・ラインケア研修の実施
●心とからだの健康相談、社外相談窓口の設置

各種研修
相談窓口

●安全衛生委員会等を活用した健康情報の周知啓発
●各職場での健康増進施策の実施

健康意識
醸成

●社員数50人未満の事業所を含む全ての事業所を対象に
ストレスチェックを実施ストレスチェック

▼安全衛生委員会での禁煙啓発

▼事業所内喫煙所の一時閉鎖（本社・支社等）



取組事例紹介

▼若年層肥満者への生活改善リーフレット

＜主な機能＞
・健康情報
・健康診断結果（経年）
・健康リスク予測

健康ポータル「マイヘルスNavi」 保健指導



コラボヘルス※の推進
※コラボヘルス
健康保険組合等の保険者と企業が積極的に連携し、明確な役割分担と良好な職場環境のもと、
加入者（社員・家族）の予防・健康づくりを効果的・効率的に実行すること

日本郵政グループは、日本郵政共済組合と積極的に連携し、社員とその家族の健康増進及び医療費削減に向けて、効果的で効率的な健康経営推進に取
り組んでいます。

特定保健指導

健康経営プロジェクトとの連携

費用助成

●スコアリングレポートに基づく課題の共有
●禁煙施策（卒煙プログラム等）
●医療費データの分析及び日本郵政グループの経営会議報告

日本郵政共済組合では、組合員及び被扶養者に対し人間ドック検診費助成
等、各種費用助成を実施しています。

特定
健康診査 メタボ該当者 特定

保健指導
●受診者の状況に応じ
積極的支援、動機付け支援

日本郵政共済組合では、40歳以上の組合員及び被扶養者に対し、特定保健指
導を実施しています。

●人間ドック検診費助成
●がん検診費助成（胃がん、肺がん、大腸がん など）
●脳ドック検診費助成

日本郵政グループ4社の健康経営プロジェクトと連携し、
様々な施策を実施しています。

相談窓口 カウンセラーや専門の相談員がお答えする相談窓口を設置しています。

●メンタルヘルス相談
●健康相談 など

▼卒煙プログラムの募集リーフレット



日本郵政グループにおいて、特に優良な健康経営を実施している法人として、日本郵政株式会社は「健康経営優良法人2022（大規模法人部門）」、
株式会社ゆうちょ銀行および株式会社かんぽ生命保険は上位法人として「健康経営優良法人2022（大規模法人部門 ホワイト500）」に認定されてい
ます。
また、従業員の健康増進のためにスポーツの実施に向けた積極的な取組を行っている企業として日本郵政グループ4社（日本郵政株式会社、日本郵便
株式会社、株式会社ゆうちょ銀行、株式会社かんぽ生命保険）は「スポーツエールカンパニー」に認定されています。

健康経営優良法人・スポーツエールカンパニー認定

▼ラジオ体操指導員によるワンポイントレッスン ▼高井戸レクセンター（東京都杉並区） ＜日本郵政株式会社＞

＜株式会社ゆうちょ銀行＞
＜株式会社かんぽ生命保険＞

＜日本郵政グループ4社＞



日本郵政グループは、ワクチン接種に関する自治体の負担を軽減し、接種の加速化を図るという政府方針に協力するとともに、当グループ社員の健康
安全を確保し、当グループが担う各種サービスの安定的提供を図るため、日本郵政グループ関連企業に勤務するすべての社員とその家族を対象に、新
型コロナワクチンの職域接種を実施しました。

新型コロナワクチン職域接種の実施TOPIC

接種状況

初回接種
全国12会場において、45,800人に接種
（2回目接種人数）

追加接種
全国7会場において、9,847人に接種
（3回目接種人数）



定期健康診断等結果 2021年度

血圧 有所見率対前年比 1.6ポイント改善

血糖 有所見率対前年比 0.2ポイント改善

脂質 有所見率対前年比 1.1ポイント改善

肥満（BMI25以上）率対前年比 女性 0.4ポイント改善
男性 0.6ポイント改善

喫煙率対前年比 女性 0.3ポイント改善
男性 0.7ポイント改善

ストレスチェック受検率
※社員50人未満の事業所を含む全事業所で実施 93.8%

保健指導 2021年度

ハイリスク者受診勧奨率 100％

特定保健指導受診率 44.6%（継続中）

30歳BMI25以上の者に対する
保健指導等の実施率 86.1%

データ編
日本郵政グループ健康経営プロジェクトでは社員の健康データを把握し、健康経営施策のPDCAの実行や社員の健康をサポートする職場環境づくりを
行っています。

働きやすい職場づくり 2021年度

残業時間（月平均、正社員） 11.3時間

年休取得日数（年平均、正社員） 18.8日


